
毎月１回１日発行
発行　公益社団法人　全国防災協会

〠103-0001 東京都中央区日本橋小伝馬町2 - 8（新小伝馬町ビル6 F）
電話 03（6661）9730　　FAX 03（6661）9733
発行責任者：水落雅彦
編集委員会：中静友則  若杉貴浩  堀内崇志  野田徹  白石栄一
� 印刷所：（株）白　橋

令 和  3  年 12 月  1  日 防 災 （ 1 ）第 870 号

目　　　次

安心安全なまちづくりのために 	  山梨県富士吉田市長　堀内　茂… 2

令和 ３ 年度災害復旧促進全国大会　開催 	   8

濱口梧陵国際賞（国土交通大臣賞）を ２ 名 １ 団体が受賞 	  22

協会だより　令和 ３ 年度理事懇談会開催 	  24

　　　　　　令和 ３ 年度防災セミナー（開催案内） 	  25

被害報告 	  11月30日現在…27

令和 3 年11月11日　令和 ３ 年度 災害復旧促進全国大会



（ 2 ） 第 870 号 防 災 令 和  3  年 12 月  1  日

安心安全なまちづくりのために

公益社団法人全国防災協会監事

山梨県富士吉田市長　堀
ほ り

内
う ち

　　茂
しげる

1 ．はじめに
　富士吉田市は山梨県の南東部に位置する総面積
121.74㎢の高原都市です。平成25年に世界文化遺産
に登録された日本一の標高を誇る富士山を南にのぞ
み、市街地は標高650～850ｍに展開しています。
　市域の多くが富士箱根伊豆国立公園区域に含ま
れ、良好な自然環境があり、気候は比較的寒冷で、
夏は避暑・観光地として人気を博しています。
　本市は昭和26年に 3 町の合併により市制施行し、
昭和35年に上暮地地区を合併して現在に至り、本年
の 3 月に70周年を迎えました。地域の歴史といたし
ましては甲州街道の支道、旧鎌倉往還の宿場町であ
るとともに、富士登山の吉田口として、古くから富
士山信仰の町として栄え、御師文化の面影が今もな
お残されています。
　市内各所には富士山を中心とした風光明媚な景観
が数多くあります。新倉山浅間公園からの富士山と
五重塔の絶景（写真− 1 ）のほか、街中からのぞむ
富士山は、見る場所によりさまざまな異なる顔があ
り、国内外から数多くの方々に本市を訪れていただ
いています。
　ほかにも夏には富士登山をはじめ、日本三奇祭の
ひとつで、国の重要無形民俗文化財に指定されてい

る「吉田の火祭り」（写真− 2 ）が行われ、春には
新倉山浅間公園での桜まつり、秋の紅葉（写真− 3 ）、
冬の雪化粧した富士山など一年を通じて、皆様にお
楽しみいただける市であると自負しています。
　食につきましても本市の名物であり郷土料理でも
ある「吉田のうどん」（写真− 4 ）は、歯ごたえと
コシがとても強い麺が特徴であり、馬肉やキャベツ
がトッピングされていることが一般的で、市内・外
に数多くのファンの方がいらっしゃいます。市内に
は数多くの店舗があり、吉田のうどんマップもござ
いますので、本市にお立ち寄りの際には、ぜひご賞
味ください。
　交通につきましては、中央自動車道から本市にお
ける北の玄関口となる富士吉田西桂スマートインタ
ーチェンジが平成30年に開通しました。現在、南の
玄関口ともなる富士吉田忍野スマートインターチェ
ンジも本年度内の開通見通しであり、開通されれば
東名自動車道からのアクセス性も向上します。これ
ら 2 つのスマートインターチェンジの開通は、渋滞
区間の交通分散が図られるほか、大規模災害時にお
ける迅速な広域避難や物資輸送活動の確保等、防災
面でも大きく寄与するものとなります。

写真− 1 　新倉山浅間公園からのぞむ富士山 写真− 2 　吉田の火祭り（令和元年）
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2 ．本市における主な災害
　本市でも数々の災害がこれまでに発生してきまし
た。台風等による風水害や富士山における雪代と呼
ばれる雪崩による土砂災害。東日本全体に被害が及
んだ平成23年の東日本大震災では、本市も市内全域
が停電し、一部地域で断水が発生しました。
　平成以降の主な災害として、以下の 2 つを挙げさ
せていただきます。

⑴　平成 3 年 8 月　台風12号による水害・土砂災害
　平成 3 年 8 月20日から21日未明にかけて、山梨県
東部を台風12号が襲い、雨雲の停滞による集中豪雨
で県内各地に甚大な被害が発生し、本市も大きな
被害を被りました（降水量（24ｈ）・河口湖測候所
255.5㎜）。
　向原地区では大沢川が氾濫し、土砂や流木が押し
寄せ、全壊 1 戸、半壊 8 戸、床上浸水76戸、床下浸
水103戸と、多くの家屋が被害を受けました（写真
− 5 ）。

⑵　平成26年 2 月　記録的な大雪による災害
　平成26年 2 月 8 日から 9 日にかけて、低気圧の接
近と上空の寒気の影響により、関東甲信越地方を中
心に大雪となりました。
　河口湖測候所では、65㎝の積雪を記録し、この雪
の影響により、中央自動車道、東富士五湖道路、国
道139号などの主要幹線道路が通行止めとなり、電
車も運休を余儀なくされるなど、市民生活へ多大な
影響を及ぼしました。
　本市では、市民生活への影響を極力少なくするた
め、排雪場所を西丸尾団地跡や雨坪区画整理地内等
に設けるなどして、主要幹線道路をはじめとする市
道や歩道の除雪を速やかに行いました。
　この降雪の影響が残る中、約 1 週間後の 2 月14日
から15日にかけて、低気圧の接近と通過により、ま
たしても関東甲信越地方を中心に雪が降り続き、山
梨県では月最深積雪を大幅に更新する記録的な大雪
となり、河口湖測候所で観測史上最深の143㎝の積
雪量を記録するに至りました（写真− 6 ）。
　この大雪の影響により、中央自動車道、東富士五

写真− 5 　当時の市広報紙（平成 3 年10月号） 　写真− 6 　

写真− 3 　鐘山の滝 写真− 4 　吉田のうどん
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湖道路、国道137号・138号・139号などの幹線道路、
電車、路線バス、高速バスも全線運休し、交通アク
セスが遮断され、山梨県は陸の孤島となり、市民生
活などに大きな支障を及ぼしました。いまだかつて
経験したことのない大雪により、市内主要道路はも
とより市道や地域に密着した道路の機能は麻痺し、
農業用施設、住宅、工場、車庫などの建物に大きな
被害を発生させ、地域全体にあまねく降り積もる大
雪の怖さを改めて思い知りました。特に、高速道路
や国道の通行止めによる物流の停滞は、食料、灯油
などの物資を不足させ、生産工場は操業停止を余儀
なくされるなど、市民生活や地域の経済活動に大き
な影響を及ぼし、市民の皆様はかつてない大雪によ
る災害を体験し、大きな不安を抱える中、不自由な
生活を強いられました。
　本市においては、 2 月15日午前 9 時20分に大雪災
害対策本部を設置し、市内主要道路の除雪はもとよ
り、陸上自衛隊への災害派遣要請、帰宅困難者・高
齢者等の災害弱者への対応、他の自治体からの除雪
応援及び除雪ボランティアの受け入れ、除雪状況や
落雪への注意喚起など行政情報の発信、排雪場所の
確保及び立哨、児童の登校指導、農業用水路の管理、
ごみ収集体制の復旧、罹災家屋等の調査及び罹災証
明書の発行などを精力的に行い、一日も早い復旧に
力を傾注しました。
　またこのときは主要幹線道路の除雪に追われ、幅
員の狭い道路や通学路などの除雪が遅れぎみになっ
ていました。そのような中「市民が一丸となった雪
かき」として、子どもから大人まで、市民の皆様と
市職員が一緒になって一斉に雪かきを実施したこと
により、市内全体の除雪が一気に進展しました。私
自身改めて災害時には自助・共助・公助が一体とな
ることの大切さや地域コミュニティの重要性を再認

識した瞬間でした（写真− 7 ）。

3 ．防災力向上への取り組み
　本市では、風水害や土砂災害、雪害のほか、東海
地震に係る地震防災対策強化地域、南海トラフ地震
防災対策推進地域、また富士山の麓のまちとして火
山災害警戒地域に指定されたことから、地震・噴火
等の防災対策も含め、市民の生命・財産を災害から
守るため、あらゆる事態に備えて、防災力強化に取
り組んでいます。
　平成26年 2 月の雪害での教訓を生かし、除雪力を
増すためにホイールローダーや除雪機を配備しまし
た。ほかにも、防災機器や備蓄品の整備等さまざま
な取り組みを行っていますが、ここでは近年行って
いる主なものを紹介させていただきます。

⑴　情報取得ツールの充実（防災アプリ・防災ラジオ）
　災害時は平常時にくらべ、情報を得ることが困難
となる一方で、その重要性はより高まります。災害
時でも市からの情報を確実に市民の皆様にお届けす
るには、複数の情報発信ツールを準備しておくこと
が肝要と考えています。市でも防災行政放送やメ
ールマガジン、地元ケーブルテレビのデータ放送、

　写真− 7 　 写真− 8 　防災アプリ
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FM 放送局を通じた発信など、これまでもさまざま
な情報発信ツールを整えていましたが、さらなる充
実を図るため、防災アプリ（写真− 8 ）と防災ラジ
オ（写真− 9 ）の導入を決断しました。
　防災アプリはスマートフォンの普及率が高く、高
齢者の方も多くが利用するようになり、普段から日
常的に持ち歩いていることから、情報発信ツールと
して非常に有効であると考え、平成30年 9 月より市
独自の防災アプリの配信を開始しました。気象警報・
注意報のほか防災行政放送などの防災関連情報はも
ちろん、ごみ出し情報やおくやみ情報なども発信し
ており、日常生活を送るうえでも大変便利で役立つ
ものとなっています。
　次に防災ラジオですが、これは令和 3 年度から 3
年かけて、貸与という形で市内の全世帯に配備する
計画です。
　東日本大震災時、防災行政無線が利用できなかっ
た市町村もあり、テレビなどはもちろん使えず、い
ち早く使うことができ、有効であった情報伝達手段
がラジオとのことでした。そのため本市では、防災
用のラジオを独自開発し、各世帯に無償で配備する
ことといたしました。このラジオは防災行政放送も
聞くことができるほか、それを録音することもでき
るため、放送を聞き逃すこともなくなります。また
最大震度が 5 弱以上と予想された場合に発表される
緊急地震速報などの緊急情報は、ラジオの通常放送
を聞いているときでも、自動的に切り替わり、最大
音量で放送されます。大きさもはがきサイズで、誰
でも持ち運びができるため、災害時にも持ち出しや
すく、市民の皆様の情報取得ツールとして、非常に
有用なものとなっています。

⑵　新型コロナウイルス感染症対策を講じた避難所
　一昨年来、国内だけでなく世界中で新型コロナウ
イルスが猛威を振るっていますが、これまで災害時
に開設されていた避難所は、一人一人のスペースが
少なく、密な状態が当たり前であったかのように思
います。しかし、新型コロナウイルスのまん延によ
り、これまでの避難所を抜本的に見直さなければな
らなくなりました。災害時はただでさえ不安に襲わ
れるにもかかわらず、新型コロナウイルスの感染ま
で注意を払わなければならなくなると、避難者の心
身により大きな負担がのしかかってしまいます。そ
こで、災害はいつ起こるか分かりませんので、昨年
度感染拡大防止策の一つとして、またいざというと
きに少しでも不安が和らぐよう、ポップアップパー
ティション（写真−10）の購入を即座に決断し、配
備を行いました。これはコロナ対策だけではなく、
これまでの避難所では我慢を強いられていたプライ
バシーの保護の面でも役立ち、市民の皆様の災害時
における心の安定にもつながるものと確信していま
す。

⑶　富士吉田市防災の日
　災害時には自助・共助・公助の三位一体となった
力が必要不可欠であり、防災力を向上させるものと
なります。そこで、本年から 9 月の第 1 日曜日を「富
士吉田市防災の日」とし、子どもから大人まで市民
全員が防災について考える日となるよう、訓練やイ
ベント等を通じて防災力向上を図ることとしまし
た。残念ながら本年は新型コロナウイルスの感染が
拡大状況にあったため、中止としましたが、来年以
降は、市民・市職員が一丸となって富士吉田市の防
災力を高める契機となる日になるよう、尽力してい
きます。

写真− 9 　防災ラジオ 写真−10　ポップアップパーティション
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⑷　トイレトレーラーの配備
　大規模災害時に多くの人が集まる避難所等では、
トイレの不足や衛生面が大きな問題となります。ト
イレ不足や不衛生な状態により、トイレに行くこと
を我慢してしまったり、トイレに行く回数を減らす
ため、食べることや飲むことを控えてしまうと、深
刻な健康被害を引き起こしてしまいます。
　これらの課題を克服するため、本年11月に企業版
ふるさと納税を一部活用し、トイレトレーラー（写
真−11）を配備しました。 4 基の洋式トイレを備え、
備え付けのタンクにより水洗式で稼働し、ソーラー
パネルによる太陽光充電機能があり、停電時でも照
明や換気扇などを使用することができます。災害時
の利用を想定し設計されているため、衛生面にも配
慮されています。
　またトイレトレーラーの配備により、（一社）助け
あいジャパンによる災害派遣トイレネットワークプ
ロジェクト「みんな元気になるトイレ」に参画する
ことができ、本市で有事が発生した際には、トイレ
トレーラーを所有している近隣をはじめとする全国
の自治体が駆けつけてくれます。
　今回の配備は、災害時におけるトイレ問題の解消
につながる一助になるはずです。

4 ．富士山噴火に備えて
　本年 3 月、山梨・静岡・神奈川各県や国、警察、
消防、専門家などで構成する富士山火山防災対策協
議会で、富士山ハザードマップが約17年ぶりに改定
されました。今回の改定では、新たな火口の発見や
科学的知見が蓄積されたことにより、想定される火
口の範囲が広がり、溶岩流が本市の市街地に到達す
る時間もこれまでより早まる見通しなどが示されて

います。
　噴火災害は他の自然災害と比べて、発生頻度が低
いこともあり、火山現象に対する認識も高くなく、
噴火時の災害対応を経験した人も少ないなど、知識
や経験が蓄積されていないのが現状です。しかし、
ひとたび噴火が発生すれば、さまざまな火山現象が
複合的に発生し、甚大な被害が発生することも予測
されるため、富士山噴火や火山現象について正しく
知り、正しくおそれ、正しく備えることが大切と考
えています。

⑴　国直轄による富士山火山噴火対策砂防事業
　平成30年度に国直轄による富士山火山噴火対策砂
防事業が山梨県側で実施されることとなり、現在、
国土交通省中部地方整備局富士砂防事務所による富
士山火山噴火緊急減災対策砂防計画が進められてい
ます。平成30年度以前は、静岡県側では行われていた
のですが、山梨県側では実施されていませんでした。
富士山が噴火した場合、地域住民だけでなく、多く
の登山者や観光客にも甚大な被害が及びます。そこ
で、富士山周辺市町村及び関係者が一体となって取
り組み、多くの方々のご支援やお力添えをいただく
中で、国直轄による砂防事業の実現に至りました。
　事業効果は早速あらわれ、本市にあります宮川堰
堤工では、本年 3 月21日の降雨により発生した富士
山宮川での土砂移動を受け止め、市街地への被害を
防ぐことができました。今回は土砂等の捕捉でした
が、この堰堤は噴火時においても溶岩流や融雪型火
山泥流などに対し、効果を発揮するものであります

（写真−12）。

写真−12　宮川堰堤工の土砂捕捉
写真提供：国土交通省中部地方整備局 富士砂防事務所写真−11　富士吉田市トイレトレーラー
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⑵　国、県、全国の市町村、専門家、多くの関係機
関との連携

　富士山噴火に関しては市が単独でできることは限
られ、関係機関との連携・協力が必要不可欠であり
ます。そのため本市ではさまざまな事業や訓練、各
種協議会・連絡会を通じ、国や県、富士山周辺市町
村をはじめとする活火山を抱える全国の市町村、火
山や防災の専門家、自衛隊・消防・警察などの関係
機関と連携を深め、情報共有を図っています。新型
コロナウイルスがまん延してからは、直接集うこと
がなかなかできなくなっていますが、収束後には直
接お会いし、顔の見える関係を構築し、いざという
時に助け合うことができる関係や体制を整えていき
たいと考えています。

⑶　富士山噴火を想定した避難訓練の実施
　いつ起こってもおかしくないといわれる富士山噴
火への対応力を高め、住民の命を守る防災体制を構
築するため、県や近隣市町村、関係機関などと連携
し、市内の自治会、自主防災会、消防団、防災士会
など多くの皆様の協力を得るなかで、平成28年から
毎年、実働による避難訓練を実施しています。訓練
を積み重ねていくことにより、課題を抽出し、経験
を積み重ね、毎年着実に対策や体制の充実を図って
います（写真−13）。

5 ．結 び に
　災害はいつ起こるかは誰にも分かりません。しか
し、ひとたび発生すると、甚大な被害を生み、それ
まで当たり前にあった日常が突然失われてしまいま
す。自然現象による災害を完全に防ぎきることはで
きないかもしれませんが、それでも備えをしておく
ことで、被害を軽減することはできます。
　災害対策や防災にゴールはありません。これから
も市民の皆様をはじめ関係機関や専門家等とも協力
し、最新の科学的知見及び情報を得ていく中で、で
きうる限りの備えを行い、富士吉田市を安心安全な
まちにするため、また市民の皆様の明るい未来を守
るため、さらなる防災力の向上を目指し、防災・減
災対策にまい進していきます。

写真−13　富士山噴火を想定した避難訓練

富士吉田市の街並み―背戸山展望台―
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令和 3年度 災害復旧促進全国大会 開催

と　き　令和 3 年11月11日（木）　13：30〜 会　場　砂防会館別館
　　　　シェーンバッハ・サボー

　公益社団法人全国防災協会の令和 3 年度災害復旧
促進全国大会が、１１月１１日（木）東京都千代田区の砂
防会館別館シェーンバッハ・サボーにおいて、全国
各地から多数の市町村長、県議会議員、都道府県・
市町村の職員、ご来賓、会員、賛助会員、協会役員
等９３６名の参加を得て、１３時３０分から開催されまし
た。
　大会の開催に当たり、会長の脇雅史から主催者挨
拶を行いました。

（脇雅史会長挨拶全文）
　本日ここに令和 3 年度災害復旧促進全国大会を開
催いたしましたところ、斉藤鉄夫国土交通大臣、衆
議院小里泰弘災害対策特別委員長、参議院佐々木さ
やか災害対策特別委員長をはじめ、国会議員の先生
方、並びに多くのご来賓の方々にご臨席を賜り厚く
御礼申し上げます。
　また、多くの市町村長、会員各位のご出席をいた
だき、誠に有難うございます。
　本年は、新型コロナウイルス対策のため、密にな

らない座席配置や体温測定、手指の消毒等の諸対策
について、皆様にご協力をいただいておりますこと
に、心から感謝申し上げます。
　さて、我が国は、地形、気象等の条件から、毎年、
全国各地で多くの災害が発生しております。本年も、
梅雨前線が、 ６ 月末から ７ 月上旬にかけて西日本か
ら東日本に停滞し、広い範囲で大雨となりました。
特に ７ 月 ２ 日から ３ 日にかけて静岡県の複数の地点
で72時間降水量の観測史上 １ 位の値を更新するなど
記録的な大雨となり、静岡県熱海市伊豆山で大規模
な土石流が発生し、死者26名、行方不明者 1 名、負
傷者 3 名、住家被害98棟にも上る甚大な被害が発生
しました。 ７ 月 ９ 日夜から10日にかけては、九州南
部を中心に雷を伴い猛烈な雨が断続的に降り続け、
鹿児島県、宮崎県、熊本県に大雨特別警報が発表さ
れ、 ９ 日からの総雨量が鹿児島県さつま町で500ミ
リを超える記録的な大雨となりました。これらの大
雨により、全国で死者26名、行方不明者 2 名、負傷
者10名、住家被害3,278棟にも上るなど甚大な被害
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が発生しました。
　また、 8 月11日以降、日本付近に停滞している前
線に向かって暖かく湿った空気が流れ込み、西日本
から東日本の広い範囲で大雨となり、11日からの総
降水量が、多いところで1,400ミリを超える記録的
な大雨となりました。特に、 8 月13日には、中国地
方で線状降水帯が発生し、複数の地点で日降水量が
８ 月の値の １ 位を更新するなど、記録的な大雨とな
り、広島市に大雨特別警報が発表され、 8 月14日に
は、九州北部地方で線状降水帯による猛烈な雨が降
り続き、長崎県、佐賀県、福岡県、広島県に大雨特
別警報が発表され、佐賀県嬉野市で観測史上 １ 位と
なる24時間降水量555.5ミリを記録するなど記録的
な大雨となりました。この大雨により、死者13名、
負傷者16名、住家被害8,497棟にも上るなど甚大な
被害が発生しました。
　また、１０月 ７ 日には、千葉県北西部を震源とする
地震が発生し、東京23区では東日本大震災以来10年
振りとなる震度 5 強を観測し、新幹線、在来線、私
鉄、地下鉄等が長時間に及んで運転見合わせとなる
など社会生活に大きな混乱と影響が発生しました。
　これらの激甚な災害により被害に遭われた方々へ
お見舞いを申し上げますとともに、被災地の １ 日も
早い復旧、復興を心からお祈り申し上げます。
　当協会といたしましては、大規模な災害が発生し
た場合に災害復旧や改良復旧計画立案のため、被災
した都道府県、市町村から国土交通省防災課に要請
がなされ必要と判断された場合に、無償で災害復旧
技術専門家を派遣する制度を運営しており、今年も
7 月豪雨で甚大な被害が発生した鹿児島県さつま町
に 2 人を派遣したところでございます。今後も地方
公共団体のご要望に応じて積極的に派遣してまいる

所存であります。
　また、国におかれましては、大規模な災害が発生
した場合に、テック・フォースの派遣やデジタル技
術の活用、災害査定の簡素化・効率化を図っていた
だくなど、被災地の支援、負担軽減を図っていただ
いております。今後もより一層迅速な災害復旧、改
良復旧が行えるようよろしくお願いいたします。
　本日は、災害復旧及び災害防止事業功労者の方々
を表彰いたします。全国各地から多大な功績を挙げ
られた方々がお見えになっています。皆様と一緒に
感謝の気持ちを込めてお祝いし、益々のご健勝とご
活躍を期待申し上げたいと思います。
　最後に、本日は、災害復旧、災害対策に造詣の深
い方々が一堂に会し、災害復旧並びに防災事業の一
層の促進を図るためご意見、ご提言をいただき、こ
れを関係方面に要望して参ります。皆様の力強いご
支援とご協力をお願い申し上げます。
　令和 3 年11月11日
　　　公益社団法人全国防災協会

会　長　脇　　雅史

　引き続き、会長が大会の議長に推挙され議事が始
まりました。
　初めに、ご来賓の斉藤鉄夫国土交通大臣から挨拶
がありました。

（斉藤鉄夫国土交通大臣挨拶全文）
　本日ここに、「令和 3 年度災害復旧促進全国大会」
が開催されるにあたり、国土交通省を代表し、ご挨
拶申し上げます。
　ご列席の皆様方におかれましては、平素から国土
交通行政、とりわけ災害復旧事業の推進に当たり、
多大なるご支援・ご協力を賜り厚く御礼申し上げま
す。
　また、本日、「災害復旧及び災害防止事業功労者
表彰」を受賞される皆様、誠におめでとうございま
す。長年に亘り災害復旧事業等にご尽力いただき、
心より感謝申し上げます。
　近年、気候変動の影響から激甚な災害が頻発して
おりますが、本年もまた全国各地で災害が発生し、
多くの方々が被害に遭われました。
　特に、 7 月の梅雨前線豪雨、 8 月の台風や大雨で
は、河川の氾濫や土砂災害などにより甚大な被害が
発生し、地域の社会・経済に深刻な影響をもたらし
ました。
　改めて、お亡くなりになられた方々のご冥福をお

会長挨拶　脇　雅史
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の開催に際し、一言御挨拶申し上げます。
　御列席の皆様方におかれましては、平素より、災
害復旧事業、災害防止事業に御尽力頂いていること
に対し、心から敬意を表するものであります。
　我が国は、その位置や地形、気象などの自然的条
件から、地震、台風、豪雨、豪雪、火山の噴火など
による災害が発生しやすい国土となっております。
　本年も日本各地で大雨による被害が相次いで発生
いたしました。
　七月には、梅雨前線の影響により各地で大雨とな
り、静岡県熱海市においては盛土崩落による大規模
な土石流災害で多くの尊い人命が失われました。お
亡くなりになられた方々に衷心よりお悔やみを申し
上げますとともに、被害を受けられた方々に、心よ
り御見舞いを申し上げます。
　この大雨においては、私の地元鹿児島県でも、各
市町で中小河川の氾濫、内水氾濫、崖崩れ等の被害が
発生いたしました。被災地の復旧に向け邁進される
皆様方の御尽力に対し、心より感謝を申し上げます。
　その一方で、川内川本流や米ノ津川主川は氾濫を
免れるなど、これまでの計画的な治水事業が功を奏
したものと改めて認識しております。今後とも、安
全で安心な地域づくりに向け、迅速な災害復旧、防
災施設の整備や国土保全事業などになお一層の御尽
力をお願いいたします。
　私自身も、被災地の一日も早い復旧、復興を強く
望むとともに、気候変動による自然災害の更なる激
甚化が懸念される中、防災対策の一層の充実を図る
必要性を痛感しております。災害対策特別委員長と
して、国会の審議を通じて災害対策の強化に努める
ことで、国民がより安全に、安心して生活できる社
会を目指し、微力ながら力を尽くしてまいる所存で

祈りするとともに、被災した全ての方々に心よりお
見舞い申し上げます。
　国土交通省では、発災直後から、リエゾン、テッ
クフォースや災害査定官等を現地に派遣し、浸水地
域の排水活動や被害状況の調査、復旧方針について
の技術的な助言を行うなど、被災した自治体への直
接支援を行うとともに、災害査定の効率化などによ
り、復旧の迅速化に全力を尽くして参りました。
　引き続き、被災した施設の速やかな復旧や、再度
災害を防止する改良復旧に必要な予算をしっかりと
確保するなど、復旧・復興に全力で取り組んで参り
ます。
　また、従来の「原形復旧」の枠組みにとらわれない、
流域全体を俯瞰しながら、流域全体で水災害リスク
を低減する災害復旧事業の実現に向けた取組を、新
たに進めているところです。
　今後も、自治体の皆様と密に連携しながら、防災・
減災対策に、国土交通省の総力をあげて取り組んで
参りますので、より一層のご支援・ご協力を賜りま
すようお願い申し上げます。
　結びに、本日ご列席の皆様方のご健勝とご活躍を
心より祈念申し上げまして、私のご挨拶とさせてい
ただきます。
　令和 3 年11月11日

国土交通大臣　斉藤　鉄夫

　引き続き、小里泰弘衆議院災害対策特別委員長か
らご来賓の挨拶がありました。

（小里泰弘衆議院災害対策特別委員長挨拶全文）
　ただいま御紹介いただきました、衆議院災害対策
特別委員長の小里泰弘でございます。
　本日、ここに、令和三年度災害復旧促進全国大会

来賓挨拶　国土交通大臣　斉藤　鉄夫 様 来賓挨拶　衆議院災害対策特別委員長　小里　泰弘 様
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あります。
　最後になりましたが、本大会の御成功と、全国防
災協会のますますの御発展並びに本日御列席の皆様
方の御健勝を、心から祈念いたしまして、御挨拶と
させていただきます。
　令和三年十一月十一日

衆議院災害対策特別委員長　小里　泰弘

　引き続き、佐々木さやか参議院災害対策特別委員
長からご来賓の挨拶がありました。

（佐々木さやか参議院災害対策特別委員長挨拶全文）
　ただいま御紹介いただきました参議院災害対策特
別委員長の佐々木さやかでございます。
　令和三年度災害復旧促進全国大会の開催に当た
り、一言御挨拶申し上げます。
　まず、全国防災協会、そして御列席の皆様におか
れましては、コロナ禍の中、災害復旧事業、災害予
防事業の促進のため、日夜御尽力されておられます
ことに対し、深く感謝を申し上げ、心より敬意を表
する次第でございます。
　さて、本年は、前線の活発な活動や線状降水帯の
発生などにより、特に八月には九州北部地方や中国
地方を中心に、記録的な大雨に見舞われました。ま
た、地震も頻発しております。
　これらの災害により、多くの人命が奪われ、多く
の住家や農業施設等が損壊するなど甚大な被害が生
じ、今なお、被災地の復旧・復興に向けた懸命な取
組が進められております。
　改めて、一連の災害でお亡くなりになられた方々
に、謹んで哀悼の意を表しますとともに、被災され
たすべての方々に心よりお見舞いを申し上げます。
　近年、我が国は、気候変動の影響等による、台風
を始めとした自然災害が頻発・激甚化しており、加
えて、首都直下地震や南海トラフ地震などの大規模
災害の発生も懸念されております。
　また、インフラの老朽化の進行とともに、少子高
齢化とそれに伴う人口の減少が進み、地域の防災力
の低下が懸念されております。
　地域社会の持続性の維持という観点からも、災害
による被害の最小化、災害からの迅速な復旧・復興
が従来にも増して大きな意義を有しております。
　こうした課題の解決に向けて、国、地方が一体と
なった、「防災・減災、国土強靱化」の取組を一層
強化していくことが大事であります。
　このような中、参議院災害対策特別委員会といた

しましても、昨年の臨時会では、被災者生活再建支
援金の支給対象となる被災世帯の範囲を拡大するた
めの被災者生活再建支援法の改正、また、先の常会
においては、頻発する自然災害に対応して、災害対
策の実施体制の強化及び災害時における円滑かつ迅
速な避難の確保等を図るための災害対策基本法等の
改正や、地震防災対策の強化を図るための地震防災
対策特別措置法の延長など、災害対策の樹立に向け
た取組を鋭意進めて参りました。
　今後とも、被災地における復旧・復興事業の促進、
減災に向けた取組の推進、被災者支援策の充実など、
防災・減災が主流となる社会づくりに向けて、皆様
とともに引き続き尽力して参る所存であります。
　最後に、全国防災協会の益々の御発展と、本日参
加された皆様の御健勝と御活躍を祈念いたしまし
て、私の挨拶といたします。
　令和三年十一月十一日
　　　参議院災害対策特別委員長

　佐々木　さやか

　引き続き、ご臨席を賜りました国会議員、山田邦
博国土交通事務次官、石田優国土交通審議官、井上
智夫水管理・国土保全局長、髙橋季承北海道局長を
始めとする国土交通省幹部の紹介がありました。ご
来賓の皆様には、ご多忙中のところご出席を賜り、
誠にありがとうございました。

来賓挨拶　参議院災害対策特別委員長　佐々木 さやか 様
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壇上の国会議員、国土交通省幹部の皆様

壇上の国土交通省幹部の皆様

壇上の役員、国土交通省幹部、意見発表者、顧問、来賓、
国会議員の皆様

来　賓　紹　介
（敬称略）

国土交通省 � 5 名
斉　藤　鉄　夫　国土交通大臣
山　田　邦　博　国土交通事務次官
石　田　　　優　国土交通審議官
井　上　智　夫　水管理・国土保全局長
髙　橋　季　承　北海道局長

衆議院災害対策特別委員会委員長 � １ 名
小　里　泰　弘

参議院災害対策特別委員会委員長 � １ 名
佐々木　さやか

出席国会議員
　衆議院議員� 71名

阿　部　俊　子（比例中国）
阿　部　知　子（神奈川）
阿　部　弘　樹（比例九州）
荒　井　　　優（比例北海道）
石　川　昭　政（比例北関東）
石　原　正　敬（比例東海）
稲　田　朋　美（福井）
今　枝　宗一郎（愛知）
岩　田　和　親（比例九州）
梅　谷　　　守（新潟）
衛　藤　征士郎（大分）
江　藤　　　拓（宮崎）
大　岡　敏　孝（滋賀）
大　口　善　徳（比例東海）
逢　坂　誠　二（北海道）
緒　方　林太郎（福岡）
奥　下　剛　光（大阪）
尾　崎　正　直（高知）
小　里　泰　弘（比例九州）
小田原　　　潔（東京）
小　野　泰　輔（比例東京）
尾　身　朝　子（比例北関東）
勝　俣　孝　明（静岡）
加　藤　竜　祥（長崎）
亀　岡　偉　民（比例東北）
国　定　勇　人（比例北陸信越）
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小　島　敏　文（比例中国）
小　寺　裕　雄（滋賀）
小　林　茂　樹（比例近畿）
小　森　卓　郎（石川）
佐　藤　英　道（比例北海道）
塩　崎　彰　久（愛媛）
杉　田　水　脈（比例中国）
鈴　木　英　敬（三重）
空　本　誠　喜（比例中国）
田　所　嘉　徳（比例北関東）
棚　橋　泰　文（岐阜）
谷　　　公　一（兵庫）
田野瀬　太　道（奈良）
田　村　貴　昭（比例九州）
塚　田　一　郎（比例北陸信越）
津　島　　　淳（比例東北）
渡　海　紀三朗（兵庫）
中　川　宏　昌（比例北陸信越）
中　川　郁　子（比例北海道）
中　根　一　幸（比例北関東）
中　村　裕　之（北海道）
仁　木　博　文（徳島）
西　岡　秀　子（長崎）
西　田　昭　二（石川）
西　野　太　亮（熊本）
西　村　明　宏（宮城）
長谷川　淳　二（愛媛）
平　口　　　洋（広島）
平　沼　正二郎（岡山）
藤　井　比早之（兵庫）
藤　岡　隆　雄（比例北関東）
古　川　元　久（愛知）
星　野　剛　士（比例南関東）
松　本　剛　明（兵庫）
宮　下　一　郎（長野）
森　山　　　裕（鹿児島）
盛　山　正　仁（比例近畿）
保　岡　宏　武（比例九州）
簗　　　和　生（栃木）
柳　本　　　顕（比例近畿）
山　本　左　近（比例東海）
山　本　有　二（比例四国）
吉　田　豊　史（比例北陸信越）
米　山　隆　一（新潟）
若　林　健　太（長野）

　参議院議員� 36名
足　立　敏　之（比例）
朝　日　健太郎（東京）
伊　藤　孝　江（兵庫）
猪　口　邦　子（千葉）
岩　本　剛　人（北海道）
江　島　　　潔（山口）
小野田　紀　美（岡山）
加　田　裕　之（兵庫）
嘉　田　由紀子（滋賀）
片　山　さつき（比例）
熊　谷　裕　人（埼玉）
古　賀　之　士（福岡）
こやり　隆　史（滋賀）
佐々木　さやか（神奈川）
佐　藤　　　啓（奈良）
佐　藤　信　秋（比例）
里　見　隆　治（愛知）
塩　村　あやか（東京）
榛　葉　賀津也（静岡）
鈴　木　宗　男（比例）
高　野　光二郎（徳島・高知）
滝　波　宏　文（福井）
田　島　麻衣子（愛知）
中　西　　　哲（比例）
西　田　実　仁（埼玉）
羽　田　次　郎（長野）
藤　木　眞　也（比例）
堀　井　　　巌（奈良）
本　田　顕　子（比例）
松　下　新　平（宮崎）
宮　口　治　子（広島）
森　　　まさこ（福島）
山　下　雄　平（佐賀）
横　山　信　一（比例）
若　松　謙　維（比例）
和　田　正　宗（比例）

代理出席国会議員
　衆議院議員代理� 81名

赤　澤　亮　正
麻　生　太　郎
阿　部　俊　子
池　田　佳　隆
伊　佐　進　一

石　井　啓　一
石　川　香　織
石　破　　　茂
伊　藤　達　也
伊　藤　　　渉
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井　上　信　治
井　林　辰　憲
井　原　　　巧
今　村　雅　弘
岩　屋　　　毅
梅　谷　　　守
江　渡　聡　徳
遠　藤　利　明
奥　野　信　亮
奥　野　総一郎
小　渕　優　子
梶　山　弘　志
金　子　俊　平
金　子　恭　之
金　田　勝　年
神　谷　　　裕
岸　　　信　夫
木　村　次　郎
工　藤　彰　三
国　場　幸之助
小　林　鷹　之
坂　本　哲　志
佐　藤　公　治
柴　山　昌　彦
新　谷　正　義
鈴　木　馨　祐
鈴　木　俊　一
鈴　木　淳　司
高　木　　　毅
高　鳥　修　一
高　橋　英　明
高　見　康　裕
多ヶ谷　　　亮
武　井　俊　輔
武　田　良　太
田　中　英　之

進　藤　金日子
末　松　信　介
関　口　昌　一
高　瀬　弘　美
高　橋　克　法
滝　沢　　　求
武　見　敬　三
田名部　匡　代
中　西　祐　介
野　上　浩太郎
野　村　哲　郎
芳　賀　道　也
長谷川　　　岳
馬　場　成　志
平　山　佐知子
福　岡　資　麿
藤　川　政　人

石　井　準　一
石　井　浩　郎
上　野　通　子
大　家　敏　志
大　野　泰　正
岡　田　直　樹
小　川　克　巳

田　村　貴　昭
寺　田　　　稔
冨　樫　博　之
中　川　貴　元
中　谷　真　一
西　村　康　稔
西　銘　恒三郎
野　田　聖　子
橋　本　　　岳
福　島　伸　享
古　川　　　康
細　田　博　之
堀　井　　　学
堀　内　詔　子
牧　島　かれん
松　本　　　尚
三ツ林　裕　巳
御法川　信　英
宮　崎　政　久
宮　澤　博　行
武　藤　容　治
村　上　誠一郎
茂　木　敏　充
盛　山　正　仁
八　木　哲　也
谷田川　　　元
山　口　　　晋
山　口　　　壯
吉　川　　　元
吉　田　統　彦
米　山　隆　一
笠　　　浩　史
鷲　尾　英一郎
和　田　義　明
鰐　淵　洋　子

舟　山　康　江
古　川　俊　治
舞　立　昇　治
増　子　輝　彦
松　村　祥　史
三　浦　　　靖
宮　崎　雅　夫
宮　沢　由　佳
宮　本　周　司
室　井　邦　彦
森　屋　　　宏
山　田　修　路
山　本　順　三
吉　川　ゆうみ
渡　辺　猛　之
渡　辺　喜　美

尾　辻　秀　久
上　月　良　祐
酒　井　庸　行
佐　藤　　　啓
自　見　はなこ
塩　田　博　昭
柴　田　　　巧

　参議院議員代理� 47名

祝電・メッセージ
　衆議院議員

　参議院議員

尾　身　朝　子
門山　ひろあき
斉　木　武　志
しげとく　和彦
鈴　木　義　弘

足　立　敏　之
石　垣　のりこ
上　田　清　司
佐藤　のぶあき

徳　永　久　志
平　沼　正二郎
堀　内　詔　子
森　田　俊　和

佐藤　まさひさ
新　妻　秀　規
室　井　邦　彦
森　本　しんじ

国土交通省幹部
水管理・国土保全局次長� 高　橋　謙　司
大臣官房審議官
　（防災・リスクコミュニケーション）
� 高　村　裕　平
水管理・国土保全局総務課長
� 藤　田　昌　邦
水管理・国土保全局水政課長
� 山　本　泰　司
水管理・国土保全局河川計画課長
� 佐　藤　寿　延
水管理・国土保全局河川環境課長
� 内　藤　正　彦
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水管理・国土保全局治水課長
� 佐々木　淑　充
水管理・国土保全局防災課長
� 朝　堀　泰　明
水管理・国土保全局防災課災害分析官
� 河　村　賢　二
水管理・国土保全局水資源部長
� 三　橋　さゆり
大臣官房審議官（水資源部）
� 永　井　春　信
水管理・国土保全局水資源部水資源政策課長
� 石　川　　　亨
水管理・国土保全局砂防部長
� 三　上　幸　三
水管理・国土保全局砂防部砂防計画課長
� 草　野　愼　一
水管理・国土保全局砂防部保全課長
� 伊　藤　仁　志
北海道局水政課長� 柿　崎　恒　美

来賓関係団体等
（一財）砂防フロンティア整備推進機構
　理事長� 亀　江　幸　二

（一社）河川ポンプ施設技術協会
　理事長� 渡　部　義　信

（一社）ダム・堰施設技術協会
　会長� 門　松　　　武

（一財）砂防・地すべり技術センター
　理事長� 南　　　哲　行

（一社）全国治水砂防協会
　常任参与� 石　塚　忠　範

（一財）水源地環境センター
　審議役� 小　平　　　卓

（一社）水底質浄化技術協会
　参与� 唐　澤　仁　士

（公社）日本河川協会
　会長� 松　田　芳　夫

（一社）斜面防災対策技術協会
　専務理事� 杉　浦　信　男

（一社）全日本建設技術協会
　専務理事� 泊　　　　　宏
国土交通省中国地方整備局
　河川部長� 髙　橋　政　則
功労者表彰銓衡委員長
　日本大学教授� 木　下　誠　也

　引き続き、「災害復旧及び災害防止事業功労者」
表彰が行われ、災害復旧事業及び災害防止事業に顕
著な功績のあった個人47名、団体11団体に対し、会
長から表彰状及び記念品が授与されました。受賞者
からは、個人表彰を受賞された岐阜県恵那土木事務
所長の棚瀬秀樹氏が受賞者を代表して謝辞を述べら
れました。

　誠に僭越ではありますが、受賞者を代表いたしま
して、一言御礼を申し上げます。
　本日私たち47名、そして11団体に対してこのよう
な栄えある受賞の場を設けていただき誠にありがと

脇会長から功労者代表の棚瀬　秀樹 様へ

功労者代表謝辞：棚瀬　秀樹 様

功労者表彰

功労者代表謝辞



（16） 第 870 号 防 災 令 和  3  年 12 月  1  日

認されました。直ぐに現地対策本部を設置し越美山
系砂防事務所、木曽川上流河川事務所、揖斐川町の
方々と対策方針を検討し、中部地方整備局や直轄事
務所のご支援により、伸縮計や監視カメラの設置、
照明車や無人化施工機械の派遣など、県では対応で
きない緊急対策を支援いただき、地すべり挙動の監
視や発災後の迅速な復旧に取り組むことができまし
た。更に、同年度の 3 月には土岐市下石町地内で地
すべりが発生し、この折も多治見砂防国道事務所と
連携して現地対策本部を設置し、直轄事務所に監視
カメラの設置などご支援をいただくとともに、協力
して土岐市に対して避難勧告を発表するように説得
したことは、良い経験になったと思います。
　また、近年では、平成30年 7 月豪雨において当時
勤めていた郡上土木事務所管内において連続雨量
1,000ミリを超える雨を観測し、管内の道路が次々
と寸断されていくなか、土木事務所長として住民の
生活を守るため、市役所や警察など関係機関と調整
し様々な対応をした記憶が鮮明に残っています。今
年も、 8 月の大雨により現在勤務する恵那土木事務
所管内では県及び市の災害復旧箇所が200箇所を超
えるなか、国直轄事務所や市役所、地元建設業協会
の皆様と連携協力しながら早期復旧に努めていま
す。
　近年の地球温暖化に伴う気候変動により、全国各
地で過去に経験したことのないような大雨が頻発
し、それに伴う災害も激甚化、頻発化しています。
さらには、南海トラフ巨大地震の発生や火山噴火な
ど様々な自然災害の脅威にさらされています。
　このような状況にあっても、先人たちが幾多の災
害に遭遇し、困難を克服しながら災害復旧事業を通
じて築き上げてきた県土を、次の世代へしっかりと
つなげていくため、災害復旧事業や防災減災対策を
一層推進する必要性を強く感じております。
　本日いただきましたこの賞を励みとし、これまで
培ってきた経験や知見を活かし、引き続き防災減災
対策の推進、早期災害復旧に尽力するとともに、将
来を担う後進の育成にも努めてまいります。
　結びに、本日の受賞に対し重ねてお礼を申し上げ
るとともに、国土交通省、全国防災協会並びに関係
各位の益々のご発展と、本日ご臨席の皆様方のご健
勝を心から祈念いたしまして、お礼の言葉とさせて
いただきます。

受賞者代表　棚　瀬　秀　樹

うございます。身に余る光栄であり、脇会長をはじ
め関係者の皆様方に心より感謝申し上げます。
　私たちは、それぞれの立場、それぞれの地域にお
いて、災害の防止や被災時の応急対策、迅速な復旧・
復興に向けて、国土交通省をはじめ関係機関の皆様
のご指導、ご支援をいただきながら、地域の方々の
安全・安心に向けて業務を行ってまいりました。こ
うした日々の積み重ねを、このような栄えある表彰
としてお認めいただくことは、この上ない喜びでご
ざいます。
　また、本日の受賞は、長きに渡りご支援いただい
た関係各位、とりわけ建設業協会の会員各位のご協
力のおかげであり、ここに深く感謝申し上げます。
　私が勤める岐阜県は標高3,000ｍ級の山岳地帯か
ら海抜ゼロメートルの輪中地帯まで、変化に富んだ
地形であり、豊かな自然環境を有しておりますが、
一方で厳しい地形に加えて、火山地域を含む多種多
様な地質は極めて脆弱で、大雨による多くの災害が
発生する地域です。
　その時々に感じるのは、過去において先輩方によ
る災害復旧、特に災害関連事業等により築きあげら
れてきた公共土木施設によって、県民の生活が守ら
れていると感じ、私たちが引き継いだ施設をより良
い形にして、後世に引き継ぐ必要があると考えてき
ました。
　私事になりますが、岐阜県に奉職して42年間、30
年近く災害関連業務に携わり、県内各所で自身がか
かわった土木施設を目にすることが多くあります。
　特に印象に残っておりますのは、平成11年 9 月15
日の 9・15豪雨と、平成18年度の地すべり災害です。
　平成11年は 3 月の集中豪雨、6 月に梅雨前線豪雨、
9 月に 9 ・15豪雨と度重なる災害に見舞われ、当
時、県庁河川課の職員でありましたが年度の途中に
災害復旧係への異動を命ぜられ、飛騨市河合町（当
時は吉城郡河合村）の稲越川における災害助成事業
や、郡上市大和町（当時は郡上郡大和町）の大間見
川をはじめ13カ所において災害関連事業等の採択に
向け、昼夜を問わず現地土木事務所から提出された
計画をチェックし、本省において改良復旧事業の計
画について深夜まで協議をしていただきました。ま
れに、予約しておいたホテルに泊まらず国土交通省
のロビーで仮眠した経験が、今では良い思い出とな
っています。
　また、平成18年度には、揖斐郡揖斐川町東横山地
内の揖斐川沿いの斜面において地すべりの兆候が確
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功労者表彰受賞者、ご出席の市町村長の方々

市町村長の方 （々前方）

市町村長の方 （々前方）、功労者表彰受賞者の方 （々中頃）

　次に、「国土交通省災害対策概況説明」について、
国土交通省水管理・国土保全局の朝堀泰明防災課長
から、令和 3 年の災害と対応について説明をいただ
きました。（説明資料は協会ホームページに掲載予
定）
　要望決議に先立ち、地方代表意見発表者として広
島県北広島町長の箕野博司氏が登壇され「令和 ３ 年
８ 月豪雨及び秋雨前線豪雨災害北広島町の状況と復
旧に向けての課題」と題して、広島県山県郡北広島
町の位置と人口、北広島町の概要、気象の概要（線
状降水帯）、気象の概要（天気図、累加雨量、時間
雨量、冠川水位）、降雨量増加傾向、住民からの情
報提供、災害時における緊急輸送等の課題、公共土
木施設の被災箇所、被災状況、一級河川江の川水系
広能川流域砂防施設・道路・河川等被災状況（流域
頂上部崩壊発生）、一級河川江の川水系出原川付近
の主な被害状況、令和 ３ 年 ８ 月豪雨による公共土木

施設等被害状況、被災後の復旧スケジュール、災害
対策等に関する課題、災害対策（事前防止・復旧）
等に関する要望、ご支援いただいた機関について、
切実な訴えがなされました。（説明資料は協会ホー
ムページに掲載予定）

　地方代表からの意見発表を受け、議長から国会及
び政府に対する本大会における「要望決議」につい
て提案があり、日裏勝己副会長（和歌山県印南町長）
から（案）が披露され、会員総意の賛同により原案
のとおり決議され大会が終了しました。
　大会後直ちに、多くの市町村長、都道府県・市町
村職員、関係機関役職員等により、国会、政府機関
へ要望活動が行われました。
　このように多数の国会議員、国会議員代理の方々、
全国各地から多くの市町村長、県議会議員を始め、
各都道府県・市町村の職員、ご来賓、個人正会員、
賛助会員の皆様のご参加をいただき、成功裏に大会
を開催することができました。誠にありがとうござ
いました。

大会の様子

大会の様子
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国土交通省災害対策概況説明 地方代表意見発表

朝堀防災課長が説明 意見発表者　広島県北広島町長　箕野　博司 様

令和 3年度災害復旧及び災害防止事業功労者表彰名簿（推薦元 氏名）

（敬称略）
（個人の部）47名

（推薦元）	 （氏　名）
山　形　県	 川　合　俊　一
茨　城　県	 土　子　浩　之
栃　木　県	 田　城　　　均
栃　木　県	 星　　　　　学
栃　木　県	 西　海　昭　男
群　馬　県	 宮　内　　　弘
群　馬　県	 菅　谷　勝　則
千　葉　県	 橋　本　大　義
千　葉　県	 山　口　　　浩
東　京　都	 長谷川　　　豊
新　潟　県	 和　田　　　大
新　潟　県	 丸　山　和　浩
新　潟　県	 諏　佐　夏　夫
新　潟　県	 藤　塚　一　郎
山　梨　県	 功　刀　忠　昭
山　梨　県	 宮　沢　勇　人
岐　阜　県	 池　戸　和　文
岐　阜　県	 棚　瀬　秀　樹
岐　阜　県	 名　張　　　誠
岐　阜　県	 岩　田　憲　三
静　岡　県	 戸　塚　佳寿好
静　岡　県	 山　村　宜　之
愛　知　県	 水　野　仁　司

愛　知　県	 釣　井　賢　二
三　重　県	 中　平　　　弘
兵　庫　県	 大　西　勝　則
兵　庫　県	 北　川　新　也
島　根　県	 奥　村　　　恭
島　根　県	 渡　邊　正　敏
岡　山　県	 西　本　　　靖
徳　島　県	 柳　澤　裕　之
徳　島　県	 長　谷　哲　雄
高　知　県	 岩　戸　敏　彦
高　知　県	 佐　田　正　憲
佐　賀　県	 岩　永　忠　則
佐　賀　県	 三　根　　　明
長　崎　県	 川　内　俊　英
長　崎　県	 小　島　和　美
熊　本　県	 桑　元　伸　二
熊　本　県	 村　上　義　幸
大　分　県	 吉　田　達　雄
大　分　県	 山　本　真　哉
鹿 児 島 県	 松　元　　　勇
鹿 児 島 県	 新　田　福　美
沖　縄　県	 長　嶺　成　福
全国防災協会	 中　島　一　見
全国防災協会	 川　村　　　治
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決　　議（案）
　我が国は、地理的、気象的に自然災害に対して極
めて厳しい条件下にあり、毎年のように大きな水害
や地震等に見舞われ、甚大な被害を被っている。
　こうした激甚な災害から迅速かつ円滑な復旧を図
るため、国会及び政府に対して次の事項が実現され
るよう、強く要望する。
１．　近年の災害の頻発化・激甚化により、全国各地

で公共土木施設が被災し、数多くの地方公共団体

日裏　勝己 副会長（和歌山県印南町長）

要　望　決　議

（団体の部）11団体
（推薦元）	 （団体名）
岐 阜 県	 一般社団法人岐阜県測量設計業協

会
岐 阜 県	 一般社団法人郡上建設業協会緊急

防災隊大和方面隊
岐 阜 県	 一般社団法人下呂建設業協会
岐 阜 県	 一般社団法人高山建設業協会
岐 阜 県	 高山市三協防災対策協議会
熊 本 県	 一般社団法人熊本県建設業協会
熊 本 県	 一般社団法人熊本県測量設計コン

サルタンツ協会
熊 本 県	 一般社団法人熊本県地質調査業協

会
大 分 県	 一般社団法人大分県測量設計コン

サルタンツ協会
大 分 県	 一般社団法人大分県建設業協会
建設弘済協議会
	 中国地方防災研究会

が災害復旧事業を懸命に進めている状況に鑑み、
過年度はもとより、今年度に被災した公共土木施
設の速やかな復旧を図るため、災害復旧事業の国
庫負担について、必要かつ十分な財源を確保する
こと。

２．　令和 ３ 年に全国各地で甚大な被害を被った公共
土木施設の早期復旧を図ること。また、近年の災
害の頻発化・激甚化により、同じ地域が何度も浸
水被害等に遭っていることを踏まえ、改良復旧事
業を積極的に取り入れるなど、再度災害防止対策
を加速化すること。

３．　近年の災害の頻発化・激甚化を踏まえ、災害査
定の効率化・簡素化により一層取り組むとともに、
災害復旧事業においても ICT の活用などデジタ
ルトランスフォーメーションを推進し、地方公共
団体の負担を軽減しつつ、事業の迅速化を図るこ
と。また、事業の実施期間については、被害の特
徴や規模に配慮し、適切な対応を行うこと。

４．　大規模自然災害が発生した場合に、地方公共団
体と連携し迅速に応急対応や災害復旧が実施でき
るよう、デジタル技術の活用を含めた装備の充実
等、TEC-FORCE のさらなる拡充・強化を図る
こと。

５．　大規模災害時の迅速かつ円滑な災害復旧等のた
め、地方整備局等の組織、定員の拡充など、必要
な体制確保を図るとともに、職員や災害経験が不
足し、災害復旧事業への対応が困難となる地方公
共団体の厳しい状況を踏まえ、災害復旧実務に精
通した人材や組織の活用等、被災した地方公共団
体への支援体制の構築を進めること。

６．　災害時の被害を防止・軽減する事前防災対策の
推進を図ることも重要であることから、地球温暖
化に伴う気候変動の影響により、今後更に水災害
の頻発化・激甚化が予測されていることを踏まえ、
流域全体を俯瞰し、あらゆる関係者が協働して治
水対策に取り組む「流域治水」の考え方に基づい
て、ハード対策・ソフト対策が一体となった事前
防災対策を強力に推進すること。また、これらの
事前防災対策を進める中で、堤防等が被災した場
合には、流域治水の考え方を取り入れた改良復旧
等の再度災害防止対策を推進できるよう、必要な
取り組みを進めること。

７．　同様に、東日本大震災を教訓として、切迫する
南海トラフ巨大地震、首都直下地震、日本海溝・
千島海溝周辺海溝型地震等も念頭に、喫緊の課題
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である全国の防災、減災対策等の充実強化を図る
ため、引き続き、全国の必要な地域に十分な予算
配分を行い、早期の効果発現を図ること。

８．　さらに、「防災・減災、国土強靱化のための ３
か年緊急対策」による効果が確実に発揮されてい
ることを踏まえ、「防災・減災、国土強靱化のた
めの ５ か年加速化対策」については更なる拡充を

図るとともに、計画的に事業の推進を図るため、
当初予算も活用しながら、強力に推進すること。

　以上、決議する。
　　　令和 ３ 年11月11日
　　　　　　　　　災害復旧促進全国大会

各都道府県出席状況一覧
都道府県名 出席者数 左の内、出席された市町村長、県議会議員等　　　　（敬称略）

北 海 道 28 むかわ町長竹中喜之　滝上町長長屋栄一　北見市長辻直孝　名寄市長加藤剛士　
福島町長鳴海清春　今金町長外崎秀人　島牧村長藤澤克　真狩村長岩原清一　
泊村長髙橋鉄徳　神恵内村長高橋昌幸　上川町長佐藤芳治　上富良野町長斉藤繁　
小平町長関次雄　利尻町長上遠野浩志　厚真町長宮坂尚市朗　安平町長及川秀一郎　

青 森 6 南部町長工藤祐直　藤崎町長平田博幸　三戸町長松尾和彦　田子町長山本晴美

岩 手 9 二戸市長藤原淳　洋野町長水上信宏　九戸村長晴山裕康

宮 城 16 石巻市長齋藤正美　角田市長黑須貫　栗原市長佐藤智　東松島市長渥美巌　
蔵王町長村上英人　丸森町長保科郷雄　色麻町長早坂利悦

秋 田 7 横手市長髙橋大　大館市長福原淳嗣　藤里町長佐々木文明

山 形 10 南陽市長白岩孝夫　山辺町長遠藤直幸　鮭川村長元木洋介　白鷹町長佐藤誠七

福 島 19 天栄村長添田勝幸　磐梯町長佐藤淳一　棚倉町長湯座一平　矢祭町長佐川正一郎　
塙町長宮田秀利　鮫川村長関根政雄　石川町長塩田金次郎　玉川村長石森春男　
浅川町長江田文男　古殿町長岡部光徳　新地町長大堀武

茨 城 24 那珂市長先﨑光　坂東市長木村敏文

栃 木 23 那須烏山市長川俣純子　上三川町長星野光利　茂木町長古口達也　壬生町長小菅一弥

群 馬 14 富岡市長榎本義法　東吾妻町長中澤恒喜　嬬恋村長熊川栄

埼 玉 15 東秩父村長足立理助

千 葉 5 　

東 京 6 　

神 奈 川 6 　

新 潟 13 小千谷市長大塚昇一　理事妙高市長入村明

富 山 12 魚津市長村椿晃　氷見市長林正之　入善町長笹島春人

石 川 6 珠洲市長泉谷満寿裕　宝達志水町長寳達典久　中能登町長宮下為幸　穴水町長石川宣雄

福 井 3 若狭町長渡辺英朗

山 梨 16 南アルプス市長金丸一元　鳴沢村長小林優　

長 野 33 監事生坂村長藤澤泰彦　佐久穂町長佐々木勝　箕輪町長白鳥政德　松川町長宮下智博　
阿南町長勝野一成　阿智村長熊谷秀樹　平谷村長西川清海　根羽村長大久保健一　
下條村長金田憲治　天龍村長永嶺誠一　豊丘村長下平喜隆　大鹿村長熊谷英俊　
木祖村長唐澤一寛　南木曽町長向井裕明　白馬村長下川正剛　小谷村長中村義明

岐 阜 18 関市長尾関健治　中津川市長青山節児　下呂市長山内登

静 岡 8 　
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都道府県名 出席者数 左の内、出席された市町村長、県議会議員等　　　　（敬称略）

愛 知 10 幸田町長成瀬敦　設楽町長土屋浩　東栄町長村上孝治

三 重 29 桑名市長伊藤徳宇　木曽岬町長加藤隆　菰野町長柴田孝之　理事鈴鹿市長末松則子　
伊勢市長鈴木健一　度会町長中村忠彦　志摩市長橋爪政吉　御浜町長大畑覚　
紀宝町長西田健

滋 賀 3 近江八幡市長小西理

京 都 14 八幡市長堀口文昭　和束町長堀忠雄

兵 庫 23 明石市長泉房穂　姫路市長清元秀泰　加古川市長岡田康裕　南あわじ市長守本憲弘　
宍粟市長福元晶三　加東市長安田正義　養父市長広瀬栄　西脇市長片山象三

奈 良 4 三郷町長森宏範

和 歌 山 13 御坊市長三浦源吾　新宮市長田岡実千年　美浜町長籔内美和子　由良町長山名実　
副会長印南町長日裏勝己　日高川町長久留米啓史　北山村長山口賢二

鳥 取 1 　

島 根 2 　

岡 山 11 顧問高梁市長近藤隆則　鏡野町長山崎親男　西粟倉村長青木秀樹

広 島 50 三原市長岡田吉弘　府中市長小野申人　三次市長福岡誠志　庄原市長木山耕三　
安芸高田市長石丸伸二　江田島市長明岳周作　海田町長西田祐三　熊野町長三村裕史　
坂町長吉田隆行　北広島町長箕野博司　北広島町議会議長湊俊文　
大崎上島町長高田幸典　世羅町長奥田正和　神石高原町長入江嘉則

山 口 1 　

徳 島 7 美馬市長藤田元治　那賀町長坂口博文　松茂町長吉田直人

香 川 13 県議会議員綾田福雄　三豊市長山下昭史　三木町長伊藤良春　宇多津町長谷川俊博　
琴平町長片岡英樹　まんのう町長栗田隆義

愛 媛 11 大洲市長二宮隆久　西予市長管家一夫　鬼北町長兵頭誠亀

高 知 19 理事津野町長池田三男　土佐町長和田守也　越知町長小田保行　田野町長常石博髙　
佐川町長片岡雄司　馬路村長山﨑出　大豊町長大石雅夫　須崎市長楠瀬耕作　

福 岡 4 　

佐 賀 18 多久市長横尾俊彦　小城市長江里口秀次　吉野ヶ里町長伊東健吾　基山町長松田一也　
上峰町長武廣勇平　玄海町長脇山伸太郎　有田町長松尾佳昭　大町町長水川一哉　
江北町長山田恭輔　白石町長田島健一

長 崎 13 松浦市長友田吉泰　西海市長杉澤泰彦　波佐見町長一瀬政太

熊 本 26 宇城市長守田憲史　美里町長上田泰弘　玉東町長前田移津行　和水町長高巣泰廣　
南関町長佐藤安彦　長洲町長中逸博光　甲佐町長奥名克美　芦北町長竹﨑一成　
多良木町長吉瀬浩一郎　湯前町長長谷和人　水上村長中嶽弘継　相良村長吉松啓一　
五木村長木下丈二　山江村長内山慶治　球磨村長松谷浩一　苓北町長田嶋章二　
錦町長森本完一　あさぎり町長尾鷹一範

大 分 県 13 日田市長原田啓介

宮 崎 12 国富町長中別府尚文　木城町長半渡英俊　都農町長河野正和椎　葉村長黒木保隆　
五ヶ瀬町長原田俊平

鹿 児 島 12 垂水市長尾脇雅弥　十島村長肥後正司

沖 縄 2 　

合 計 608

（注）　出席者には、功労者表彰受賞者を含む。
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国際賞（国土交通大臣賞）を
個人 2名・１団体が受賞

（公社）全国防災協会も※組織委員会に参画

　濱口梧陵国際賞は、我が国の津波防災の日である
１１月 ５ 日が、２０１５年の国連総会において「世界津波
の日」として制定されたことを受け、沿岸防災技術
に係る国内外で啓発及び普及促進を図るべく、国際
津波・沿岸防災技術啓発事業組織委員会によって
２０１６年に創設された国際的な賞です。

　津波・高潮等に対する防災・減災に関して顕著な功績を挙げた国内外の個人又は団体を表彰する
「濱口梧陵国際賞」（国土交通大臣賞）について、２０21年の受賞者が決定し、授賞式及び記念講演会
が１1月29日に行われました。受賞者には斉藤国土交通大臣より記念の楯が授与されました。

＜濱口梧陵について＞
　現在の和歌山県広川町で生誕。安政元年（１８５４年）
突如大地震が発生、大津波が一帯を襲いました。この
とき、梧陵は稲むら（稲束を積み重ねたもの）に火を
放ち、この火を目印に村人を誘導、安全な場所に避難
させました。その後も、被災者用の小屋の建設、防波
堤の築造等の復興にも取り組み、後の津波による被害
を最小限に抑えたと言われています。

※国際津波・沿岸防災技術啓発事業組織委員会

斉藤国土交通大臣挨拶

受賞者（松冨英夫教授）への
表彰楯の授与

二階衆議院議員挨拶

河田惠昭選考委員長受賞理由説明受賞者代理（ギリシャ大使）への
表彰楯の授与

授賞式の状況

https://www.mlit.go.jp/report/press/port07_hh_000166.html

https://www.mlit.go.jp/report/press/port07_hh_000166.html
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受賞者のご紹介

◯ 松冨 英夫 教授　　　秋田大学名誉教授／中央大学研究開発機構客員教授

　松冨教授は、長年に渡り、津波の挙動に関する研究を行ってきた。1995年からは国際
測地学地球物理学連合 IUGG の津波委員会の委員として活躍し、津波の発生メカニズム
や被害軽減について国際的に貢献した。国内においても、2014年から建築学会津波荷重
小委員会で委員を務め、氾濫流速や漂流物衝突力の推定式を提案し、この式は「松冨の
式」として広く知られることになり、秋田大学では地域防災力研究センターを立ち上げ、
センター長を務めてきた。国土交通省東北地方整備局リバーカウンセラー等を務めて津
波や洪水の被害軽減に貢献し、秋田県男鹿市の防災アドバイザーとしても被害軽減に尽
力して、2017年の土木学会東北支部設立80周年記念式典では「土木学会東北支部賞（功
労賞）」を受賞した。

◯ Gerassimos A. Papadopoulos 博士
　 　　　　　　　　　　国際自然災害防止・軽減学会会長、前アテネ国立天文台研究部長

　Papadopoulos 博士は、津波科学の研究や津波リスクの啓蒙と軽減策で世界的にも著
名な津波研究者である。世界の多くの国の科学者と緊密な協力関係を築いてきた。ベル
リン日独センターの支援を得て1993年に防災科学技術研究所で学び、2001年には東北大
学と共同で津波強度のスケールを導入して津波科学に貢献し、2004年には日本地球惑星
科学連合中核的研究拠点の支援を得て同大学の客員教授を務めた。ヨーロッパ地中海地
域の津波分野において主要な科学者の 1 人である。150編の論文を執筆し、そのうち約
15編が科学ジャーナルに掲載されている。その活動は自国だけでなく国際的にも津波リ
スクの啓蒙に貢献した。ユネスコ政府間海洋学委員会／北東大西洋・地中海津波早期警
報システムの共同創設者であり、2017年から2020年までは議長を務め、そこでヨーロッ
パ地中海地域津波警報システムを適切に管理した。

◯ 太平洋津波博物館（アメリカ）

　太平洋津波博物館 Pacific Tsunami Museum は、1994年にハワイに設立された、世界
で最も歴史ある津波博物館の一つである。1946年にアリューシャン、1960年にチリで発
生した津波によるハワイの惨状を人々に教えることにより、これら悲劇の記憶が忘れら
れることなく、次世代に伝承されることを目的に設立された。この四半世紀にわたって、
津波の恐ろしさを住民や訪問者に伝える取り組みを絶やさなかった。かつてアリューシ
ャン地震の津波が襲った 4 月は「津波の月」Tsunami Awareness Month に定められ、
津波警報の基礎知識を広め、避難地図を配布し、住民と一緒に安全な避難場所を探して
きた。学校用の津波の履修科目を作り、津波の科学研究を奨励し、メディアが命にかか
わる情報を正確に報道するための教本も配布した。津波災害の軽減や備えに対する貢献
は大きく、将来を担う世代に津波災害の教訓を伝承する先駆的組織である。
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協会だより

令和 3年度理事懇談会開催

　令和 3 年度理事懇談会が令和 3 年11月11日（木）12
時から、千代田区平河町の砂防会館別館シェーンバ
ッハサボー 2 階の特別会議室で開催されました。

１ ．出 席 者
脇 会長　陣内 名誉会長　足立 副会長（参議院
議員）　日裏 副会長（印南町長）　藤芳 副会長　
入村 理事（妙高市長）　末松 理事（鈴鹿市長）　
楫野 理事代理（島根県土木協会横川事務局長）　
池田 理事（津野町長）　虫明 理事　秋本 理事　
奥野 理事　上総 理事　富田 理事　松田 理事　
藤澤 監事（生坂村長）　野田 監事

２ ．来　　賓
　国土交通省水管理・国土保全局防災課長　

朝堀泰明 様

３ ．議　　題
　令和 3 年度災害復旧促進全国大会について

　脇会長の開会挨拶の後、国土交通省水管理 ･ 国土
保全局朝堀防災課長の来賓挨拶をいただき、議題の
説明、意見交換がなされ、最後に足立副会長の挨拶
がありました。

脇 会長 役員の皆様

朝堀 防災課長挨拶 足立 副会長挨拶

役員の皆様 足立 副会長挨拶
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令和３年度　防災セミナー
　本防災セミナーは、防災対策や災害復旧業務に携わる国土交通省や地方公共団体及び建設関係企業等の
関係職員に対し、今後発生が予測される首都圏直下型地震や東南海地震及び頻発する水害や土砂災害等に
よる大規模災害に備え、防災体制等を強化するための一環として、事前対策や発生時における危機管理等
のあり方やその後の復興 ･復旧計画等について、高度な専門知識を有する学識経験者等専門家や行政担当
者等からアドバイスをいただくことを目的に毎年開催しています。
　本年度の防災セミナーは「流域治水」を中心に施策に係る講演や事例などを紹介し、セミナー参加者の
防災及び避難対策等の強化に資することを目的に開催いたします。

開 催 要 領
１ ．開 催 日　令和 4年 2月 4日（金）
２ ．会　　場　星陵会館
　　　　　　　（会場案内図参照）
３ ．日 程 表　次項日程表のとおり
４ ．定　　員　150人（定員に達し次第締め切り）
５ ．申込締切　令和 4年 1月25日（火）
６ ．受 講 費　5,500円/人（受講費4,200円、テキス

ト代1,300円）
７ ．申 込 先　公益社団法人　全国防災協会
　　　　　　　FAX：03-6661-9733
　　　　　　　E-meil：zenkokubousai@pop02.odn.ne.jp
８ ．振 込 先　みずほ銀行新橋支店
　　　　　　　普通預金　1412439
　　　　　　　（公社）全国防災協会
　　　　　　　シャ）ゼンコクボウサイキョウカイ
９ ．申込方法　申込用紙に必要事項を記入の上、当

協会あてに、FAX又はＥメールに
てご送付ください。

10．受 講 票　受講者には、協会より受講票を送付
いたしますので、当日、会場受付で
受講票をご提出下さい。

11．CPD 認定セミナー
　　　　　　　（一社）建設コンサルタンツ協会のCPD

プログラムとして認定されたセミナー
です。（予定）

12．そ の 他　①申込者と当日の受講者の変更は可能
です。

　　　　　　　②受講費は事前のお支払いをしないで
ください。講習会終了後（受講後 ３カ
月以内）にお手続き願います。

　　　　　　　③講師の都合により、日程等の一部の
変更もありえますので、予めご了承下
さい。

　　　　　　　④セミナー会場（ホール）及びロビー
等での飲食はできませんので昼食を済
ませた上でお越しください。

※詳細については、当協会ホームページをご参照下さい
（後日、掲載予定）。

URL  http://www.zenkokubousai.or.jp/

会場案内図
●会場　星陵会館
　東京都千代田区永田町２丁目16－２
　　TEL. 03-3581-5650
　　FAX. 03-3581-1960
●地下鉄
・南北線・有楽町線・半蔵門線
　「永田町駅」６番出口より　 …徒歩３分
・丸の内線・千代田線　
　「国会議事堂前駅」５番出口より　
　　                                      …徒歩５分
・銀座線・南北線　
　「溜池山王駅」５番出口より …徒歩５分
・銀座線・丸の内線
　「赤坂見附駅」11番出口より …徒歩７分

※駐車場はございません。お車でのご来館はご遠慮ください。
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開催日：令和４年２月４日（金）

会場 ： 千代田区永田町　星陵会館

日    　　時

 12:30～13:00

会 長 脇　　　　雅　史

局 長 井　上　 智　夫

センター長 　小　池　俊　雄

防災気象官 酒　井　亮　太

流域減災推進室長 永　松　義　敬

土地利用調整官 原　田　佳　道

荒川下流河川事務所長 早　川　 潤　

14:40～15:20
40分

気象庁 大気海洋部 気象リスク対策課

受  付

13:00～13:05 

国土交通省　水管理・国土保全局

(国研）土木研究所水災害・リスクマネジメント国際センター治水ルネッサンス
ー流域治水による防災・減災と質の高い成長ー

令和３年度 「防災セミナー」 日程表

講　  義 　 内 　 容 　 等 講　　 　　 師　　  　　等 

14:30～14:40
10分

開講・主催者挨拶
（公社）全国防災協会　　

風水害から命を守るために

休　憩

13:05～13:10 来賓挨拶

13:10～14:30
80分

15:20～15:50
30分

流域治水の実践  （特定都市河川における流域対策）
国土交通省 水管理・国土保全局 治水課

15:50～16:20
30分

水災害リスクを踏まえた防災まちづくりの推進について
国土交通省 都市局　都市計画課

16:50～

16:20～16:50
30分

閉講・事務局より連絡

荒川下流域における流域治水の取り組み
国土交通省 関東地方整備局
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令和 3 年　発生主要異常気象別被害報告 令和 3 年11月30日現在（単位：千円）

※被害報告は、月 2 回（15日、月末）国土交通省 HP で公表。最新は下記をクリック
　http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html

http://www.mlit.go.jp/river/toukei_chousa/bousai/saigai/kiroku/houkoku.html
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